
事 務 連 絡 

平成 24 年３月１４日 

 

 

関 係 団 体  御中 

 

 

厚生労働省保険局医療課 

 

 

「東日本大震災により被災した被保険者等の一部負担金の免除措置の延長に伴

う診療報酬等の請求の取扱いについて」の発出について 

 

標記につきまして、別紙のとおり、地方厚生(支)局医療課長、都道府県民生

主管部(局)国民健康保険主管課(部)長及び都道府県後期高齢者医療主管部(局)

後期高齢者医療主管課(部)長あて連絡するとともに別添団体各位に協力を依頼

しましたので、貴会におかれましても、関係者に対し周知を図られますようお

願いいたします。 

  



（別添） 

 

社団法人 日本医師会 御中 

社団法人 日本歯科医師会 御中 

社団法人 日本薬剤師会 御中 

社団法人 日本病院会 御中 

社団法人 全日本病院協会 御中 

社団法人 日本精神科病院協会 御中 

社団法人 日本医療法人協会 御中 

社団法人 全国自治体病院協議会 御中 

社団法人 日本私立医科大学協会 御中 

社団法人 日本私立歯科大学協会 御中 

社団法人 日本病院薬剤師会 御中 

社団法人 日本看護協会 御中 

社団法人 全国訪問看護事業協会 御中 

財団法人 日本訪問看護振興財団 御中 

日本病院団体協議会 御中 

独立行政法人 国立病院機構本部 御中 

独立行政法人 国立がん研究センター 御中 

独立行政法人 国立循環器病研究センター 御中 

独立行政法人 国立精神・神経医療研究センター 御中 

独立行政法人 国際医療研究センター 御中 

独立行政法人 国立成育医療研究センター 御中 

独立行政法人 国立長寿医療研究センター 御中 

健康保険組合連合会 御中 

全国健康保険協会 御中 

社団法人 国民健康保険中央会 御中 

社会保険診療報酬支払基金 御中 

財務省主計局給与共済課 御中 

文部科学省高等教育局医学教育課 御中 

総務省自治行政局公務員部福利課 御中 

総務省自治財政局準公営企業室 御中 

警察庁長官官房給与厚生課 御中 

防 衛 省 人 事 教 育 局 御中 

労働基準局労災補償部補償課 御中 

各都道府県後期高齢者広域連合 御中 

 



事 務 連 絡

平成24年３月１４日

地方厚生（支）局医療課

都道府県民生主管部（局）

国民健康保険主管課（部） 御中

都道府県後期高齢者医療主管部（局）

後期高齢者医療主管課（部）

厚生労働省保険局医療課

東日本大震災により被災した被保険者等の一部負担金の免除措置の延長に伴う診療

報酬等の請求の取扱いについて

東日本大震災により被災した被保険者等の一部負担金の免除措置の取扱い等につ

いては「東日本大震災により被災した被保険者等の一部負担金の免除措置に対する

財政支援の延長等について」（平成24年１月31日付け保険局保険課・高齢者医療課

・国民健康保険課・総務課医療費適正化対策推進室事務連絡）において、一部負担

金の免除措置の期間を平成24年２月29日から平成24年９月30日までと延長すること

としましたが、入院時食事療養費と生活療養費については、平成24年２月29日まで

の措置となりましたので、保険医療機関における診療報酬等の請求の取扱いについ

ては、下記のとおりとすることに致しましたので、貴管下の保険医療機関等及び関

係団体への周知をお願い致します。

記

１ 「災１」等のレセプトへの記載について

「東北地方太平洋沖地震及び長野県北部の地震に関する診療報酬等の請求の取

扱いの留意事項について（７月以降の診療等分）」（平成23年８月２日厚生労働



省保険局医療課事務連絡）により、平成23年７月診療等分以降の診療報酬の請求

の取扱いを示したところであるが、「災１」等のレセプトへの記載については、

平成24年３月１日以降も引き続き同様の方法によりレセプトを作成すること。

ただし、入院時食事療養費と生活療養費の標準負担額の免除措置の期間が平成

24年２月29日までとされたことから、入院時食事療養費と生活療養費の請求の取

扱いについては次のとおりとすること。

（１）免除対象である被保険者が医療保険単独の場合

① 入院時食事療養費及び生活療養費の標準負担額を記載すること。

② 標準負担額分を被保険者から受領し、保険に対して残額を請求するこ

と。

③ 保険者が独自に実施する標準負担額の軽減に該当する場合については、

特記事項の「19低所」、療養の給付欄の「Ⅰ」「Ⅱ」又は食事・生活療

養欄の「３月超」等、「診療報酬請求書等の記載要領通知等について

（昭和５１年８月７日保険局長通知）」に基づいて記載をすること。

（２）免除対象である被保険者が医療保険と公費負担医療の併用である場合

免除対象である被保険者が医療保険と公費負担医療の併用の場合、平成24年

３月１日以降は、保険優先の公費負担医療の対象とされるため、上記

「（１）」に加えて公費の項について以下のとおりの記載をすること。（記載

方法については別添を参照すること）

なお、入院時食事療養費及び生活療養費を給付の対象としない公費負担医療

を受給している場合は、これまでどおり医療保険単独の請求になるため上記

「（１）」の記載のみとする。

① 診療実日数について、公費の対象となる診療を行った実日数を記載する

こと。

② 点数欄には「０点」と記載すること。

③ 負担金額欄には、公費負担医療に係る患者が負担すべき金額を記載する

こと。

④ 食事・生活療養費の欄には、公費負担医療に係る回数・基準額・標準負

担額を記載すること。

⑤ 標準負担額の軽減に該当する場合については、特記事項の「19低所」、

療養の給付欄の「Ⅰ」「Ⅱ」又は食事・生活療養欄の「３月超」等、



「診療報酬請求書等の記載要領通知等について（昭和５１年８月７日保

険局長通知）」に基づいて記載をすること。

２ 上記方法について、システム上の問題により、電子レセプトによる請求がで

きない場合は、紙レセプトで請求すること。



 

「災１」等のレセプトの「療養の給付」欄の記載例及び計算事例 

 

公費①の診療実日数欄・・・・公費負担医療に係る診療実日数を記載 

公費①の点数欄・・・・・・・０点を記載 

公費①の負担金額欄・・・・公費負担医療に係る患者が負担すべき金額を記載 

公費①の食事・生活療養欄・・公費負担医療に係る回数・基準額・標準負担額を記載 

 

 

事例１-１：医保と公費（51）の併用 （公費に係る患者負担上限額 0 円） 

 診療 

実日数 

療養の給付 食事・生活療養費 

点数 負担金額 回数 基準額 標準負担額 

医保 7 10,000 20 12,800 5,200

公① 5 0 0 15 9,600 3,900

 

療養の給付 

10,000 点×10 割＝100,000 円 ・・・医保に請求 

食事・生活療養費 

12,800 円－5,200 円＝7,600 円・・・医保に請求 

3,900 円－0円＝3,900 円 ・・・・・公費（51）に請求 

5,200 円－3,900 円＝1,300 円 ・・・患者負担 

 

 

事例１-２：医保と公費（51）の併用 （公費に係る患者負担上限額 0 円） 

 診療 

実日数 

療養の給付 食事・生活療養費 

点数 負担金額 回数 基準額 標準負担額 

医保 7 10,000 20 12,800 5,200

公① 7 0 0 20 12,800 5,200

 

療養の給付 

10,000 点×10 割＝100,000 円 ・・・医保に請求 

食事・生活療養費 

12,800 円－5,200 円＝7,600 円・・・医保に請求 

5,200 円・・・・・・・・・・・・・公費（51）に請求 

0 円・・・・・・・・・・・・・・・患者負担 

 

 

免除

（別添） 

免除



事例２：医保と公費（51）の併用 （公費に係る患者負担上限額 4,500 円） 

 
診療 

実日数 

療養の給付 食事・生活療養費 

点数 負担金額 回数 基準額 標準負担額 

医保 7 10,000 20 12,800 5,200

公① ６ 0 
 

4,500 18

 

11,520 4,680

 

療養の給付 

10,000 点×10 割＝100,000 円 ・・・・・・・・・医保に請求 

食事・生活療養費 

12,800 円－5,200 円＝7,600 円・・・・・・・・・医保に請求 

4,680 円－4,500 円＝180 円 ・・・・・・・・・公費（51）に請求 

（5,200 円－4,680 円）＋4,500 円＝5,020 円・・・患者負担 

 

 

事例３：医保と公費（51）の併用 （公費に係る患者負担上限額 4,500 円） 

 
診療 

実日数 

療養の給付 食事・生活療養費 

点数 負担金額 回数 基準額 標準負担額 

医保 7 10,000 20 12,800 5,200

公① 5 0 3,900 15 9,600 3,900

 

療養の給付 

10,000 点×10 割＝100,000 円 ・・・・・・・・・・医保に請求 

食事・生活療養費 

12,800 円－5,200 円＝7,600 円・・・・・・・・・・医保に請求 

3,900 円－3,900 円＝0円 ・・・・・・・・・・・・公費（51）請求なし 

（5,200 円－3,900 円）＋3,900 円＝5,200 円・・・・患者負担 

 

免除

免除




